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インドネシア

母子手帳による母子保健サービス向上プロジェクト

外部評価者：EY 新日本サステナビリティ株式会社 髙橋 久恵

０．要旨

本プロジェクトは、母子手帳が母子保健(以下、MCH)サービス統合の手段として機

能するとともに、母子手帳を使った MCH サービスを継続するシステムが確立するこ

とを目的に実施された。その方向性は、MCH サービスの向上に高い優先順位を置くイ

ンドネシアの国家開発計画・戦略、開発ニーズ及び日本の援助政策に合致しており、

妥当性は高い。また、同国では、母子手帳が妊娠から子どもの成長過程における統一

した健康管理の手段として機能しており、母子手帳を活用する妊婦は着実に増加して

いる。一方で、五歳未満児の母親における母子手帳の利用状況は限定的であり、母子

手帳を活用したサービスを継続するシステムの確立という観点からも、地方政府の役

割分担に一部課題が残っていることから有効性・インパクトは中程度といえる。なお、

事業費・期間はともに計画内に収まっており、効率性は高い。持続性については、母

親や医療従事者が母子手帳の利用を持続する体制は整備されたものの、利用者や利用

者をサポートする保健ボランティアの母子手帳に対する意識やモニタリング・システ

ムの運用状況には今後も改善の余地があり、さらに母子手帳の印刷・配布に係る予算

についても、将来的に懸念が残ることから中程度と判断される。

以上より、本プロジェクトの評価は高いといえる。

１．案件の概要

事業地域の位置図      母子手帳を活用した子ども検診の様子

（地域保健施設ポシアンドゥにて）

1.1 協力の背景

プロジェクト計画時におけるインドネシアの保健医療の全般的な水準は、過去 30

年間にかなり改善してきており、MCH についても同様のことが言えた。しかし、乳児

死亡率（以下、IMR）や妊婦死亡率（以下、MMR）等 MCH に係る指標は近隣諸国に

比べ未だ改善の余地があるとされており、その要因には、地域での妊産婦の危険な兆
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候に対する「発見の遅れ」、地域から保健医療施設への「搬送の遅れ」、保健医療施設

における「適切な処置、治療の遅れ」という 3 つの遅れや、妊娠出産に係る基礎的な

知識が母親及び家族に不足していることが挙げられていた。

このような状況に対し、国際協力機構(以下、JICA)は MCH の向上を保健医療分野

における一つの重点分野とし、インドネシア版母子手帳の開発と施行、さらに MCH

改善の手段として母子手帳の活用を促す協力を行ってきた（表 1 参照）。これらの協力

を通じて、同国では母子手帳を通じた妊婦と母親への保健教育と保健医療記録を持つ

ことによる健康意識の向上と行動変革につながる活動が展開されてきた。その結果、

母子手帳はプロジェクト対象州をはじめ多くの地域へ普及し、2004 年には母子手帳の

利用に係る保健大臣令の発布や保健省に特別予算措置（De-concentration Fund）（2006

年）が図られる等、同国での母子手帳の「量的」な拡大は順調に進捗してきていた。

一方で、妊産婦や保健医療従事者による母子手帳の効果的な利用を一層進めるため

には、母子手帳の活用モデルの構築、既存の保健医療システム内での母子手帳位置づ

け、各種の MCH サービスの統合ツ

ールとしての活用、保健医療従事者

への研修体制・内容の確立等が課題

として残っていた。以上のような協

力の経緯と成果、課題を踏まえ、イ

ンドネシアにおいて母子手帳を活用

した MCH サービスを量的・質的に

向上し、自立的に発展させるための

協力が実施されることとなった。

1.2 協力の概要

上位目標

1．全ての保健関係施設で母子手帳を使った MCH サービスが提供さ

れるようになる。

2．全ての妊婦と五歳未満児の母親が健康記録をもつ。

プロジェクト

目標

母子手帳が MCH サービス統合の手段として機能するとともに、母子

手帳を使った MCH サービスを継続するためのシステムが確立する。

成果

成果 1 住民の母子手帳へのアクセスが高まる。

成果 2 関連医療従事者を対象とした母子手帳に係る研修制度が強化される。

成果 3 母子手帳のモニタリング・報告に係る制度が強化される。

成果 4 母子手帳の有効利用に係るモデルが形成される。

成果 5
母子手帳の MCH 改善への効果に係る調査・評価の結果が保健省の政

策策定・実施過程に反映される。

成果 6
第三国研修及び現地国内研修を通じて、保健省と地方政府の母子手帳

を使用した MCH 改善の経験を効果的に共有する制度・能力が強化さ

れる。

投入実績 【日本側】

表１ JICA の母子手帳への協力とその普及の流れ
1993-94 年
フェーズ 0

「家族計画・母子保健プロジェクト」延長協
力：中部ジャワ州サラティガ市をパイロット
地域とし、母子手帳の開発と試行を開始

1994-96 年 中部ジャワ州内への拡大

1997 年 配布州を 5 州に拡大

1998-03 年
フェーズ 1

「母と子の健康手帳プロジェクト」：量的拡
大を図り、2003 年には 23 州に拡大

2004 年 母子手帳に関する大臣令

2006-09 年
フェーズ 2
(本プロジ
ェクト)

「母子手帳による MCH サービス向上プロジ
ェクト」：母子手帳活用の質的向上と自立発
展性の確保
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1. 専門家派遣 延べ 13 人（長期専門家 5 人、短期専門家 8 人）

2. 研修員受入 35 人

3. 機材供与  371 万円

4. 現地業務費 9,684 万円

【インドネシア側】

1. カウンターパート（以下、C/P）配置 14 名

2. C/P 経費

3. その他（プロジェクト事務所スペース、光熱費）

協力金額 2.9 億円

協力期間 2006 年 10 月 ～ 2009 年 9 月

相手国関係機関 保健省

我が国協力機関 なし

関連案件

「家族計画・母子保健プロジェクト」（1989-94 年）、「母と子の健康手

帳プロジェクト」（1998 年-03 年）、「地方分権における母子保健向上

のための地域保健計画（第三国研修）プロジェクト」（2007-12 年）

1.3 終了時評価の概要

1.3.1 終了時評価時の上位目標達成見込み

上位目標「1.全ての保健関係施設で母子手帳を使った MCH サービスが提供されるよ

うになる」及び｢2.全ての妊婦と五歳未満児の母親が健康記録を持つ｣については、そ

の達成度を測る指標に関するデータを十分に得られなかったこと、また上位目標はプ

ロジェクト終了後数年を目途にその達成が期待されることから、終了時評価時点で進

捗に関して結論を述べるには時期尚早と判断された。

1.3.2 終了時評価時のプロジェクト目標達成見込み

プロジェクトの成果である母子手帳の有効利用に係るモデルは既に完成済み（指標

2）であった。一方、母子手帳を使った産前検診を受診する妊婦の割合（指標 1）は、

終了時評価時には 58％1であり、80％という目標を達成する見込みは低く、プロジェ

クト目標は終了時までに部分的に達成されると見込まれた。

1.3.3 終了時評価時の提言内容

終了時評価において、①「母子手帳関連予算の確保」、②「母子手帳に関するモニタ

リング・システムの強化」、③「保健セクター内外の関係機関との連携強化」、④「母

子手帳に関する知見の継続」が提言された。

①では中央政府（保健省）と地方政府（州、県・市保健局）2における適切な財政負

担・役割負担の調整、②は終了時評価においてデータの入手が困難だったことを受け

                                                  
1 実際には、母子手帳を使った産前検診を受診する妊婦の割合ではなく、母子手帳の配布率を指し

ている。詳細は「3.2.1.2 プロジェクト目標達成度」を参照のこと。
2 インドネシアの保健システムの組織構造については、後述の【インドネシアの保健システムの組

織構造】を参照のこと。
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たモニタリング・システムの実施の徹底、③は母子手帳を有効な手段として活用する

ための教育省や内務省との連携促進、④では人員の配置転換が多い同国においての引

き継ぎ作業の強化、等が必要である点が示された。

2．調査の概要

2.1 外部評価者

高橋 久恵 （EY 新日本サステナビリティ株式会社）

2.2 調査期間

今回の事後評価にあたっては、以下のとおり調査を実施した。

調査期間：2012 年 9 月～2013 年 8 月

現地調査：2013 年 1 月 6 日～1 月 12 日、3 月 12 日～4 月 9 日

2.3 評価の制約

【データ入手の限界】

地方分権化が進められてきたインドネシアでは、本プロジェクトに限らず、データ

全般において入手可能なデータに限界がある。地方政府から保健省へのデータ等の報

告に関しても、提出は求められているものの義務は課されていないため、評価に必要

な全てのデータを保健省から入手することは不可能であった。そこで、事後評価に際

して指標に関して入手できない地方政府レベルの情報は、事後評価時に訪問した州、

県/市保健局より入手した情報をもとに分析した。また、本事業には保健省の多数の部

局の他、地方政府や職能団体等が活動に関与してきた。事後評価においては、時間的

な制約もあり、全ての関連機関を訪問することは困難であったため、必要となる各情

報は訪問した地方政府及び医療機関、及び活動の中核を担った保健省子ども局3を通じ

て入手を試み、得られた情報をもとに分析を行った。

                                                  
3 子ども局とは、保健省栄養・子ども・母親総局に含まれ、現在同国の母子手帳供給に係る一連の

活動を所管している部署である。

【インドネシアの保健システムの組織構造】
インドネシアには行政レベルに応じて、州では州保健局、県あるいは市には県/市保健局がある。（現在同

国には 33 の州があり、州の下には 399 県・98 市（都市部に置かれるのが市、それ以外の地域に置かれるの

が県）がある）。県・市の中には郡が置かれ、各郡には診療と予防保健衛生活動を行う保健センター「プスケ

スマス」が設置されている。さらに村レベルには複合診療所「ポシアンドゥ」があり、集落ごとに住民から選ばれ

るボランティア「カダール」によって運営され、主に乳幼児の体重測定や予防接種、家族計画、妊産婦指導等

を行っている。                          （JICA「プロフェッショナルの挑戦シリーズ 6」より一部抜粋）
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3．評価結果（レーティング：B4）

3.1 妥当性（レーティング：③5）

3.1.1 開発政策との整合性

本プロジェクト計画時の開発政策「国家中期開発計画（RPJM 2005～2009）」では、

5 つの基本的目標の一つである「国民の福祉向上」のなかで、MCH の改善を質の高い

保健サービスに資する分野として位置づけ、IMR や MMR、五歳未満児の幼児栄養不

良の改善に係る明確な目標値を設定していた。また、保健省が保健医療の中期的な政

策目標として 1999 年に公表した「Healthy Indonesia 2010」においても、リプロダクテ

ィブ・ヘルスの向上を優先項目として掲げていた。さらに、母子手帳の有効性を認め

た保健省は、2004 年に「母子健康手帳に関する保健大臣令」を発布し、母子手帳を妊

婦と五歳未満児の乳幼児が保有する唯一の健康記録と定め、MCH サービスにおいて母

子手帳を活用することを政策決定した。また、2006 年には地方分権に対する予算項目

の中で、母子手帳の印刷等関連の予算措置が可能になり、これらの政策、取り組みは

プロジェクト終了時においても有効であった。

したがって、事前評価時点及びプロジェクト終了時点において、本プロジェクトは

MCH サービスの改善に向けたインドネシアの開発政策に合致していた。

  3.1.2 開発ニーズとの整合性

インドネシアにおける MCH に係る指標の水準は、過去 30 年間に大幅に改善されて

いた。例えば、IMR は 1967 年の出生 1,000 対 145、1990 年 63、2000 年には 51、2003

年で 35 と年々改善されてきた。MMR についても改善はしていたものの、両率ともに

ASEAN 諸国の状況と比して高く（表 2 及び表 3 参照）、プロジェクト計画時には、MCH

サービスの向上が同国における喫緊の課題であった。終了時においても、MCH に係る

指標は近隣諸国に比べ依然高く、プロジェクトとのニーズは合致していた。

表 2 五歳未満児死亡率   （対出生 1,000 人）                 
インドネシア マレーシア フィリピン

2003 年（計画時） 35 8 29
2009 年（終了時） 34 8 25

出所：プロジェクト関連資料及び保健省提供資料

           表 3 妊産婦死亡率  （対出生 100,000 人）

インドネシア マレーシア ベトナム フィリピン
2001 年（計画時） 307 39 95 204
2008 年（終了時） 228 27.3 69 162

出所：プロジェクト関連資料及び保健省提供資料

上記のような同国の MCH に係る深刻な状況を受け、JICA はインドネシア版母子手

帳の開発と施行、活用に向けた支援を実施し、母子手帳の量的な拡大は進捗してきて

                                                  
4 A：「非常に高い」、B：「高い」、C：「一部課題がある」、D：「低い」
5 ③：「高い」、②：「中程度」、①：「低い」
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いた。一方で、母子手帳の効果的な利用、さらに安定的な供給・配布が依然課題とし

て残っており、プロジェクト計画時においては、母子手帳の活用モデルの構築や地方

分権化のもとでの地方政府による母子手帳の供給・配布の促進を推進すること等が求

められていた。その後、本プロジェクトの実施を通じて母子手帳の量的な拡大や活用

モデルの開発は進められたものの、プロジェクト終了時においても、多数の島からな

るインドネシア全土での母子手帳やモデルの有効的な活用の促進に向けた活動を継続

する重要性は高かった。

3.1.3 日本の援助政策との整合性

本プロジェクトの計画時、外務省「対インドネシア国別援助計画」においては同国

の高い IMR、MMR に対応するため、基本的な保健・医療サービスの向上が掲げられ

ていた。また、JICA「国別事業実施計画」では、保健医療分野は重点分野の「貧困削

減」、開発課題の「社会開発」、協力プログラムの「シビルミニマム・ミレニアム開発

目標（Millennium Development Goal, 以下、MDG）支援（保健医療の改善）」内に位置

付けられていた。さらに、保健医療セクター支援戦略のなかで、MCH は保健医療制度

整備、地域保健医療改善、感染症対策と並び優先課題となっており、母子手帳の活用

を通じて MCH サービスの改善を目指した本プロジェクトは、日本の援助政策とも整

合していた。

以上より、本プロジェクトの実施はインドネシアの開発政策、開発ニーズ、日本の

援助政策と十分に合致しており、妥当性は高い。

3.2 有効性・インパクト6（レーティング：②）

3.2.1 有効性7

3.2.1.1 プロジェクトの成果（アウトプット）

成果 1 住民の母子手帳へのアクセスが高まる。

【指標 1】2009 年 9 月には推定妊婦数の 75%の母子手帳が中央及び地方政府、関係

職能集団などによって印刷される。

【指標 2】病院及び民間クリニックにおける母子手帳の配布が制度化される。

【指標 3】2009 年までに地方歳出歳入予算によって母子手帳を供給することを担保

する地方政府が増加する。

【指標 4】母子手帳の実施強化のために、関係する中央委員会や作業部会が形成さ

れ運営される。

成果 1 は、指標 3 に関する収集データが不十分であり正確な状況の把握ができなか

                                                  
6 有効性の判断にインパクトも加味して、レーティングを行う。
7 有効性は、プロジェクト終了時点における成果及びプロジェクト目標の達成度について分析を行

うものであるが、インパクトへの発現に資する情報として、プロジェクト終了後の各成果の貢献状

況についても、必要に応じて適宜記載した。



7

表 4 推定全妊婦数に対する母子手帳数
(単位：100 万)

2008 2009 2010 2011 2012
推定妊婦数 5.0  0 4.8  6 4.8  4 5.0  6 5.1
母子手帳印刷数 3.9  4 3.5  5 - 6.1 4.0 
印刷率 79％ 73％ - 122％ 78%
出所：保健省提供資料をもとに作成。

ったものの、他の指標については概ね達成されており、住民の母子手帳へのアクセス

は高まったと言える。

プロジェクト終了時、指標 1「推定妊

婦数に対する母子手帳の印刷数」は 73％、

計画比の 97％となった（表 4 参照）。但

し、この印刷数は保健省が印刷した母子

手帳の数であり、地方政府や助産師協会

等が印刷した母子手帳を含めると、妊婦

に対する母子手帳の印刷数割合は 73%を若干上回ると考えられる。なお、2010 年はイ

ンドネシアの財政状況により国の予算が 30%削減されたため、その影響を受け印刷費

用の確保ができず、保健省による印刷は 0 冊となった8。保健省の職員へのインタビュ

ーによると、現状母子手帳の印刷数は前年の母子手帳の在庫及び国や保健省の予算状

況により決められている。

指標 2 については、病院及び民間クリニックにおいて母子手帳活用を促進するため

の大臣令・通達が終了時評価時までに定められており、母子手帳の活用強化に向けた

改訂作業委員会、作業部会、小委員会も設置・開催されていた（指標 4）。

一方、地方歳出予算によって母子手帳を供給する地方政府の増加傾向（指標 3）に

ついては、運営指導調査時、終了時評価時と同様にプロジェクト終了時のデータにつ

いても全国の地方政府を対象とした正確な数値の入手はできなかった。そこで、事後

評価時に訪問した県・市保健局にプロジェクト終了時の状況を確認したところ、保健

省が地方政府へ配布する母子手帳の数は各地方政府の財政状況に依るため、地域ごと

に状況は異なるが9、プロジェクト終了時（2009 年）の母子手帳の財源（平均）は国

が 36%、州が 11%、県・市が 47%、その他（職能団体や NGO 等）が 6%となり、地方

政府も一定程度の負担を担っていたことが確認された。

但し、保健省・地方政府職員によれば、2009 年に当時の保健大臣が妊婦向けの母子

手帳は保健省が印刷・配布する意向を示したため、2010 年以降の状況（現状）をプロ

ジェクト終了時と比べると、保健省に頼る地方政府の割合が高い傾向にあり、地方歳

出歳入予算によって母子手帳を供給することを担保している地方政府は限られている

と考えられる10。インドネシア大学が 2011 年に作成した調査報告書11でも、質問票を

通じて地方政府に母子手帳に関する予算計画の有無を確認している。その結果、2009

                                                  
8一方、2009 年には推定妊婦数の 73%の母子手帳が印刷されたものの、ジャワ島及びバリ島以外へ

の配送にかかる予算が確保できず、保健省に保管されたままとなった。2010 年には配送費が確保で

きたため、保管されていた母子手帳を全国に配送したことになる。
9 地域毎の状況には大きなばらつきが見られた。例えば、西ヌサトゥンガラ州の西ロンボク県は

100％県の予算で印刷費を賄っていたが、東ジャワのバンカラン県では 100％国予算に頼っている。
10 地方政府の母子手帳の印刷にかかる現在の予算状況は「3.4.4．カウンターパートの財務」を参

照。
11 Center for Family Welfare, Faculty of Public Health University of Indonesia, (2011), “Self
-reliance on MCH Handbook in Indonesia-Study Report”.
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年には 44％の県・市保健局が母子手帳に関する予算計画があると回答をしているが、

2011 年にはそれぞれ 34％まで低下している。

成果 2 関連医療従事者を対象とした母子手帳に係る研修制度が強化される。

【指標 1】2009 年までに助産師アカデミーのカリキュラムに母子手帳関連の科目が

導入される。

【指標 2】2009 年までに保健省関連プログラム12に母子手帳関連項目が導入される。

【指標 3】2009 年までに保健医療従事者向けの母子手帳関連のオリエンテーショ

ン・パッケージが形成される。

指標 1 に関しては、全国の助産師アカデミーのカリキュラムに加え、助産師の高等

専門教育や約 400 校の看護師教育機関の標準カリキュラムに母子手帳に関する項目が

導入された。また、母子手帳の利用は保健省の全ての関連プログラムの保健サービス

マニュアルや研修プログラムに統合済みである（指標 2）。母子手帳を導入する際に用

いられるオリエンテーション・パッケージもプロジェクト期間中に作成され、全国の

州保健局に配布された（指標 3）。以上から、成果 2 は全指標が達成された。

終了時評価時以降、保健省の各プログラムや助産師及び看護師を育成する教育機関

のカリキュラム・研修に母子手帳の項目は削除されることなく、引き続き組み込まれ

ている。医療従事者による母子手帳の使用を標準化するべく作成されたオリエンテー

ション・パッケージも各州で活用されてきたことから、プロジェクト終了時までに同

国において母子手帳に係る研修制度の拡充が図られてきたと考えられる。

成果 3 MCH のモニタリング・報告に係る制度が強化される。

【指標】2009 年までに子ども局が母子手帳の配布率の全国的なモニタリングを開始

する。

保健省は国レベルでの母子手帳の配布率のモニタリングを 2008 年に開始しており、

成果 3 も達成された。具体的には、MCH に関する地域モニタリング・システム（以下、

PWS－KIA）に母子手帳の配布率を組み込むと共に、基礎保健調査（以下、RISKESDAS）

にも母子手帳の所持率についての質問項目が含まれた。 PWS－KIA は毎年、

RISKESDAS は 3 年に一度の割合で実施されており、モニタリング・報告に係る制度

の強化が図られてきた。母子手帳の配布率は、次年度の母子手帳の印刷数の把握、ひ

いては予算確保に不可欠な情報であり、同率の把握による MCH サービスを継続する

ためのシステムの確立への貢献度は高い。しかしながら、現状では地方分権化のもと

                                                  
12 村落アラート・プログラム、正常出産モジュール、出産準備と合併症への備え、基礎緊急産科・

新生児ケア、緊急産科・新生児ケア、新生児疾患包括対策、新生児仮死対策、低出生体重対策、子

どもの早期発達促進プログラム、緊急産科・新生児ケアのための応急処置、助産師のコミュニケー

ション・カウンセリング研修等。
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地方政府から保健省への報告義務は徹底しておらず、一部の地方政府の情報・データ

が保健省まで届けられていないケースも散見されている。終了時評価の提言にも挙げ

られていたが、モニタリング・システムの運用の強化は引き続き今後の課題と考えら

れる。

成果 4 母子手帳の有効利用に係るモデルが形成される。

指標：以下のモデルが 2009 年までに使用できるようになる。

【指標 1】子どもの健康における母子手帳の活用モデル

【指標 2】関連プログラム（出生登録等）における母子手帳の活用モデル

【指標 3】妊娠中及び産褥期における母子手帳の活用モデル

【指標 4】保健ボランティアに母子手帳を紹介するための活用モデル

【指標 5】病院及び民間クリニックにおける母子手帳の活用モデル

指標に示された「母子手帳の利用促進に関する 5 つのモデル」は、5 つのモデル州13

における活動を通じて開発され、プロジェクト終了時には既に利用可能であったこと

から、成果 4 も達成された。また、モデルの活用に向けてファシリテーターやトレー

ナーの育成、さらにはポシアンドゥで活動している保健ボランティア（カダール）に

対する研修も実施された。複数のモデルはすでにモデル州を越えて活用され、母子手

帳の活用促進に貢献しているが（表 5 参照）、島や地域ごとに生活・文化・習慣が異な

る同国では、開発されたモデルを他の地域でそのままコピーとして利用できるとは限

らない。例えば、母子手帳の表紙は、地域毎に馴染みやすい写真を採用しているケー

スが大半である。今後、普及活動を継続していく過程では、必要に応じて地域ごとに

改良しつつ普及されていくことが期待される。

表 5 開発されたモデルの活用事例

各モデルの説明と事後評価時における活用状況

【子どもの健康における母子手帳の活用モデル】

今後開始を予定している地域もあるが、母親学級＜育児編＞は国家プログラムとし

て全国で実施・展開が予定されており、乳幼児の衛生面や栄養面、予防注射等につ

いても指導が行われる。プロジェクトのモデル地域となったタナ・ダタール県の母親学

級は全国の保健局から視察が訪れるモデルケースとなっており、西スマトラ州では全

プスケスマスで学級を実施するための母親学級のキットを配布している。 母親学級(育児編)

【関連プログラム（出生登録等）における母子手帳の活用モデル】

母子手帳を出生登録に活用出来るよう、必要な情報を記入する項が母子手帳に挿

入された。モデル地域東部ジャワ州ルマジャン県を始め、西ジャワ州のサラティガ市

や西スマトラ州のブキティンギ市等、複数の県・市では出生登録を管轄する内務省

の協力を得て、母子手帳を活用した場合、出産登録料を無償化する取り組みが実施

されている。他にも一部の地域では、幼稚園入園時に母子手帳の提示を義務付ける

取り組みが、教育省の協力を得て進められている。
母子手帳の出生情

報記録ページ

                                                  
13 モデル州は次の通り。西ジャワ州（保健ボランティアによる母子手帳活用：指標４）、東ジャワ

州（出生登録、私立病院での活用：同２、５）、西スマトラ州（育児学級：同１）、西ヌサトゥンガ

ラ（妊婦学級：同３）、西カリマンタン州（病院における母子手帳活用：同５）。
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【妊娠中及び産褥期における母子手帳の活用モデル】

母親学級＜妊婦編＞は＜育児編＞と同様に国家プログラムとして幅広く全国で実

施・活用されており、母子手帳の情報をわかりやすく伝える重要な場となっている。妊

婦全員を対象に実施するのは困難なため、リスクの高い妊婦や第 1 子の出産予定

者等を優先するケースが多い。保健省母親局も母親学級の重要性を認識し、今年

からその普及を推奨する活動を強化することを計画している。 母親局作成の普及に
向けたポスター

【カダールに母子手帳を紹介するための活用モデル】

内務省所管のポシアンドゥで活躍するカダールは乳幼児の健診や啓発活動等を主

体となって行っている。保健活動の専門家ではないため、母子手帳への記入や利用

に当たって研修等を受ける必要がある。本モデルではカダールへのオリエンテーショ

ン・パッケージが作成され、事後評価時にはカダール向けに改良されたガイドライン

が作成されている地域（西カリマンタン州）も確認された。なお、カダールへのオリエン

テーションは保健省のヘルスプロモーション局の企画するヘルスプロモーション（家族

計画）活動の一部に含まれ実施されている。
カダール向け教材

【病院及び民間クリニックにおける母子手帳の活用モデル】

東ジャワ州のマディウン市及び西カリマンタン州で開発されたが、その他地域での活

用はほとんど確認できず、保健省によれば民間病院への普及は今後の課題となって

いる。なお、モデル地域であった西カリマンタン州シンカワン市では 2 カ所ある民間病

院の両病院で母子手帳が活用されている。市保健局から十分な数を得られないこと

もあるため、1 カ所の病院では来年から病院自ら印刷をし、配布することも予定してい

る。

母子手帳の説明をす
る民間病院の助産師

出所：各モデル州の州及び県・市保健局への質問票回答及びインタビュー調査より作成。

成果 5 母子手帳の MCH 改善への効果に係る調査・評価の結果が保健省の政策決定・

実施過程に反映される。

【指標 1】 母子手帳の MCH 関連指標（妊産婦検診受診率、医療従事者による出産

介助の割合等）に対するインパクトに関する情報、データが収集される。

【指標 2】 2008 年末までに、調査及び評価の結果より得られたエビデンスに基づい

て母子手帳が改訂される。

【指標 3】 調査及び評価の結果に基づいて、地方政府及び関連省庁向けのアドボカ

シーツールが製作される。

成果 5 は以下の通り達成された。

指標 1 とされた妊産婦検診受診率や医療従事者によ

る出産割合等の MCH 関連指標については、プロジェク

ト実施中の 2007 年版 RISKESDAS に続き、プロジェクト

終了後の 2010 年版 RISKESDAS において収集され、母子

手帳の所持に関するデータも RISKESDAS に含まれてき

た。また、プロジェクト実施中には西ジャワ州ガルット

県において母子手帳利用と MCH サービスの利用に関す

る調査が実施され、母子手帳パンフレットにその結果が記載された。母子手帳は 5 年

毎の改訂が定められ、2009 年末の改訂時には、ユーザーや各種職能団体へのニーズ調

査の結果や母子手帳の活用事例を参考にした更新も行っていることから、指標 2 も概

ね達成した。例えば、2009 年版の母子手帳では、利用者や医療従事者の声を反映し、

（母子手帳に添付されている
P4K カード）
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改訂成長曲線カード14（以下、KMS カード）が母子手帳に挿入された。また、地域毎

にまとめられた報告書の結果や職能団体から挙げられてきた要望にこたえて、栄養に

関する情報（レシピ等）の追加やイラスト・デザイン等にも工夫が計られた。現在安

全な出産に重用されている「P4K カード15」も改訂時に追加されたものである。

なお、母子手帳は、産前健診、出産、産後といった一連の受診記録を確認できる有

効なツールであるという認識から、2011 年に導入された出産保険（Jampersal）16では、

施設における出産費用への給付を申請するにあたり、証拠書類として母子手帳の該当

記載ページをコピーして提出することが求められる等、その重要性が保健システムに

反映されている。

成果 6 第三国研修（TCTP）・現地国内研修（ICTP）を通じて、保健省と地方政府の

母子手帳を使用した MCH 改善の経験を効果的に共有する制度・能力が強化される。

【指標 1】母子手帳による MCH サービスの向上に係る経験が調査及び評価結果、関

係者等から集約され TCTP、ICTP、全国レビュー会議等資料に反映される。

【指標 2】第 2 回目の TCTP、ICTP において、参加者の満足度が平均 80%となる。

【指標 3】2009 年 9 月までに母子手帳に係る中央レビュー会議が 2 回開催される。

本プロジェクトでは、計 3 回の TCTP 及び ICTP がプロジェクトのモデル州で開催

された17。研修項目には母親学級実施に際しての婦人会との連携、出生登録活用時の

内務省との協力、公的な保健サービス施設以外での母子手帳の活用事例等、各地域で

の経験が盛り込まれた（指標 1）。これらの研修参加者は、各研修項目において平均 80%

以上が「満足」「とても満足」と回答しており、満足度も計画以上のものであった。（指

標 2）。また、母子手帳のレビューのために開催された全国評価会議も計画された回数

を上回っており（指標 3）、母子手帳活用の様々な事例・経験が効果的に共有される制

度・能力の強化に貢献してきたことから、成果 6 も達成された。

上記の通り、プロジェクト実施中には、プロジェクトの事例を共有する場が設けら

れたものの、現在は保健省より選ばれた事例を有する州の代表のみが集まる場に限定

されており、プスケスマスや県・市レベルの各現場で進められている取り組みを共有

する場がないことが確認された。そのため、母子手帳の有効的な活用事例やコラムで

                                                  
14 子どもの成長（身長、体重等）を記録するカード。
15 P4K カードは母子手帳に添付されたステッカー。妊婦の基本情報（氏名、出産予定日、出産時

の付き添い予定者、助産師、出産予定医療機関、助産師名等）を記載し、自宅の玄関に貼れるよう

に作成された。ステッカーにより隣人やコミュニティにも妊婦の状況がわかりやすくなり、家族不

在時にも出産時に近所の住民やコミュニティからの協力が得やすくなると有効に活用されている。
16 Jampersal：ジャンぺルサルは同国の出産保険制度で、公的な保健施設や提携している助産院等

での出産に対して適用される。その際、産前検診の記録が記載された母子手帳を持参することがこ

の保険制度の適用を受ける条件とされた。
17 3 回の研修内容、場所は次の通り。1.｢分権化時代における母子手帳による母子手帳サービスの

統合｣（東ジャワ州）、2.「母子手帳を活用した母子保健サービスにおけるセクター間協力」（西ジャ

ワ州）、3．「インドネシアにおける母子手帳を活用した母子保健サービスの地方政府支援およびセ

クター間連携」（西スマトラ州）。
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紹介したような普及活動の取り組み等のアイデア、事例、経験を中央や州が取り纏め、

共有する場を設けて欲しいという声がインタビューを実施した多くの県・市保健局、

プスケスマス職員等から挙げられた。

3.2.1.2 プロジェクト目標達成度

プロジェクト目標： 母子手帳が MCH サービス統合の手段として機能するととも

に、母子手帳を使った MCH サービスを継続するためのシステムが確立する。

【指標 1】2009 年 9 月までに、少なくとも 80%の妊婦が母子手帳を使った産前検

診を受診するようになる。

【指標 2】保健省が母子手帳の有効利用に係るモデルを政策に反映する。

プロジェクト目標の達成度を確認するにあたり、プロジェクト目標にある「母子手

帳が MCH サービス統合の手段として機能する」とは、具体的にはどのような状況を

示しているのかプロジェクトの関係者に確認をしたところ、母子手帳の導入に係る背

景と関連していることが確認された。

インドネシアに母子手帳が導入される以前、同国にはドナーが作成した子どもの成

長カードや妊婦カード、予防注射カード、自国で開発したカードや地方で開発された

カード等、10 種類以上の母子保健関連のカードが存在し、利用する人、場所、支援す

る側毎に異なるカードが利用されていた。そこで、妊婦及び乳幼児の「健康の記録」

と「母親の保健教育（情報）」を 1 冊のカードに統一し、継続的に管理することを目的

とした母子手帳の導入が試行された。このような背景から、プロジェクト目標が示し

た「母子手帳が MCH サービス統合の手段として機能する」とは、母子手帳という 1

冊の手帳が妊娠してから子どもが 5 歳になるまでの 6 年間において、母親と子どもの

健康を継続的に管理できる手段として活用されることを指している。

プロジェクト目標の達成度を測るため、母子手帳を活用して産前検診を受診した妊

婦の割合が指標とされた。しかし、実際には、同率を厳密に示すデータはないため、

終了時評価では母子手帳を受け取った妊婦の割合（配布率）を確認していたこと、ま

た母子手帳は第 1 回の産前検診時に配布されるという状況を踏まえ、評価に当たって

は母子手帳の配布率を確認することとした。終了時評価時の同率は 56%だったことか

ら、プロジェクト期間中の達成は困難であるとされていたが、プロジェクト終了時に

は 67%となり、計画値には達しなかったものの計画比の 8 割を超える結果となった。

なお、表 6 に示す通り、プロジェクト終了時の同率はプロジェクト開始時と比較する

と 43 ポイント増の大幅な改善を示した18。各モデル地域で開発された母子手帳の活用

を促進する 5 つのモデルに関して、関連プログラム（出生登録など）における母子手

帳の活用モデル以外の 4 つモデルについては、通達やガイドライン、マニュアルに反

                                                  
18 これらの数値は全ての州から収集された結果を反映したものではない点、また民間の保健医療施

設の情報が十分に含まれていない点には留意が必要である。（民間の保健医療施設に関する情報は、

次項のインパクトで詳細に記す。）
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映されており、国家プログラムに統合済みである。

表 6 母子手帳の配布率

プロジェクト開始前
(2005 年データ)

終了時評価時
（2008年データ）

計画
完了時

（2009 年データ）

母子手帳の配布率 24% 56%注 1

80%
67%注 1

達成度 - 70% 84%
注１：インドネシアの全 33 州のうち、12 州から得られた回答による。
出所：プロジェクト関連資料、保健省提供資料より作成。

上記の通り、同国においては母子手帳へのアクセスが増加し、母子手帳は MCH サ

ービスの統合的な手段として機能している。また、母子手帳の有効利用に係るモデル

は政策に反映されてきた。一方で、MCH サービスの継続に向けたシステムの確立とい

う観点からは、母子手帳の供給に係るシステム（地方政府による供給）やモニタリン

グ・報告システムの脆弱性において、プロジェクト目標の一部は達成されていないと

考えられる。

3.2.2 インパクト

3.2.2.1 上位目標達成度

上位目標

1. 全ての保健関係施設で母子手帳を使った MCH サービスが提供される。

2. 全ての妊婦と五歳未満児の母親が健康記録を持つ。

【指標 1】母子手帳を使った MCH サービスを提供する保健関係施設数が増加する。

【指標 2】妊婦と五歳未満児の母親への母子手帳の配布率が 80％を上回る。

【指標 3】出産前ケア・アクセス率（第一回妊産婦検診率（以下、K1）、第四回目妊

婦検診率（以下、K4））、適切な訓練を受けた医療従事者介助による出産、母乳哺

育率を含む関係指標が改善する。

本プロジェクトでは 2 つの上位目標が掲げられ、その達成度を測るにあたり、3 つ

の指標が設定された。

母子手帳を使った MCH サービスを提供する保健関係施設数（指標 1）については、

保健省から同値を正確に把握する資料が入手できなかった。しかし、終了時評価時点

で、97％19のプスケスマスが母子手帳を活用した MCH サービスを提供している点が確

認されており、今回の現地調査時に訪問したプスケスマス等においてもそのほとんど

が母子手帳を使った MCH サービスを提供していたことから、公的な保健関係施設20に

おいては、プロジェクト開始前と比較し増加したと判断できる（指標１）。但し、終了

                                                  
19 ただし、データは全国 3 分の 2 の州をカバーしていない。
20 公的な保健関係施設とは、営利を目的としない政府系の保健医療施設や宗教関連で支援を受けて

いる保健医療施設を指す。一方、営利でかつ補助金等の支援を得ていない保健医療施設は民間医療

施設とされる。現在、同国のプスケスマス数は 9,321 カ所、公的な病院数は 1,545 カ所、民間の保

健医療施設（病院）は 585 カ所ある。
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時評価時のデータには病院や民間クリニックといった保健医療施設が含まれていない

点には留意が必要である。事後評価時に訪問した地方政府でのインタビューでも、特

に民間の保健医療施設における母子手帳の活用率は極めて低い点が説明されている。

保健省は、民間の施設に対して母子手帳の使用を強制できないことや民間の施設を含

めた全ての保健医療関係施設へ配布するだけの母子手帳の余裕がない地域もあること、

等の理由から十分に活用されておらず、民間の保健医療施設への母子手帳の普及は今

後取り組むべき課題とする地方の保健局も確認された。

指標 2 の母子手帳の配布率は、妊婦に対しては増加傾向にあり、特に 2011 年の

Jampersal 導入後には大きな変化が見られた。（表 7 参照）。一方で五歳未満児の母親へ

の配布率21は 62.7%22にとどまった。これは、母子手帳の数が不足している地域におい

て、母子手帳の配布を妊婦優先にする傾向が高いこと及び一部の妊婦による母子手帳

の活用に関する認識の誤りが要因としてあげられる。実際に現地調査時には、妊婦は

母子手帳、五歳未満児の母親は KMS カードと使い分けをしているポシアンドゥも西

ジャワ州の一部で確認された。また、上述のインドネシア大学による調査報告書では、

一部の妊婦が母子手帳は子どもが 5 歳児になるまで活用することを把握していなかっ

た点も指摘されている。保健省によれば、現時点では KMS カードを利用している五

歳未満児の母親もいるが、妊婦が子供を産んだ後も手帳を活用していくことで、将来

的には五歳未満児の母親の母子手帳所有率も自然に改善することを期待している。

母子手帳の活用を通じて、母子保健の関係指標（指標 3）は概ね改善した(表 8 参照)。

例えば、K4 や医療従事者介助による出産割合は改善傾向にある。プスケスマスでのイ

ンタビュー時にも母子手帳を活用した効果として K4 を受ける妊婦数が増加したとい

う意見が多く聞かれた。また、同国では特に地方において祈祷や薬草等を用いる出産

介助者（Dukun Bayi）23のもとでの出産が多かったものの、衛生的な面や医療活動と

しての技術面での課題も多かった。近年では、母子手帳を活用することで知識を得た

妊婦が安全で清潔な出産を希望するケースが増えているという。一方で、母乳哺育率

については低下傾向にあるが、これは粉ミルクの宣伝等により、一部の母親が母乳よ

りも粉ミルクの栄養価が高いと考えていることや冷凍の技術が発達していないことか

                                                  
21 母子手帳は妊婦の間に配布されるため、5 歳未満児の母親については「配布率」とは厳密には「所

持率」を指すこととなる。
22 2010 年 RISKESDAS データより。
23 特に地方においては、出産を介助する伝統的出産介助者（Dukun Bayi）が身近な存在となって

いるため、妊婦の家族が出産時に Dukun Bayi の付き添いを希望することも多い。近年では、プス

ケスマス等で Dukun Bayi に衛生面での授業を実施したり、助産師と Dukun Bayi が協働で出産に

立ち会う等の取り組みも進められている。

表 7 妊婦への母子手帳配布率

2009 年 2010 年 2011 年 2012 年

67％ 68％ 81％ 87％
出所：保健省提供資料
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ら、仕事を持つ母親が粉ミルクに頼る傾向が高いことが原因とされている。

表 8 関係指標の改善状況   
事業前 2009 年 2010 年 2011 年

K1 98% 94% 95% 96%
K4 79% 87% 86% 87%
医療従事者介助による出産割合 76% 84% 85% 87%
完全母乳率 64% 61% 62% 48%
出所：保健省提供資料

上記の通り、上位目標の各指標について、公的な保健施設では母子手帳を活用した

MCH サービスが十分に提供されており目標値を達成したものの、民間病院の活用度に

ついては今後の課題とされた。また、母子手帳の配布率（指標 2）では、妊婦への配

布率は目標に概ね達成したが、五歳未満児の母親への配布率は計画を下回った。よっ

て、指標 1 及び 3 は概ね達成されたものの、指標 2 については一部達成されていない。

3.2.2.2 その他のインパクト

本プロジェクトは、モデル地域を中心に様々な工夫を通じて、以下のインパクトが

確認された。なお、プロジェクト実施による負のインパクトは確認されなかった。

(1) 母子手帳の活用を通じた妊産婦の知識の向上

母子手帳を通じて、利用者やその家族の妊婦や乳幼児の健康に関する知識が高まっ

た。事後評価で実施した受益者調査24の結果によれば、回答した妊産婦及び五歳未満

児の母親の約 85％が母子手帳を通じて妊婦の健康状態、妊産婦や乳幼児の食事方法、

予防注射についての知識が向上したとしており、母子手帳が有料であったとしても購

入して活用したいとしている25。さらに、プスケスマスで助産師にインタビューした

ところ、以前は妊婦の出血が流産につながる深刻な症状であることを把握していない

妊婦が多く、出血後も医療関係施設にかからず放置することが深刻なケースにつなが

る事例が非常に多かったという。現在は、母子手帳で危険な症状がイラストで説明さ

れているため、手帳を通じて症状に合わせて取るべき対応を学ぶことができる等、妊

婦や家族の知識の向上へと繋がっていると考えられる。

(2) 家族やコミュニティのサポートの増加

母子手帳は妊婦のみでなく、家族、特に夫にも自宅で読むよう指導がされてきた。

現地調査の際には、妊婦の検診に夫が付き添いをしたり、母子手帳の有用性を知った

地域のリーダーが地域の妊婦に母子手帳の活用を進めたりと、妊婦のみでなく妊婦を

囲む周囲のサポートに変化が見られた。

                                                  
24 本事後評価では、モデル地域となった 5 州 10 県/市のうち 4 州 6 県/市において、母子手帳の活

用状況や活用することの効果等に関する受益者調査を実施した。その内訳は医療従事者（看護師、

助産師、医師）が 61 名、母子手帳の利用者（妊産婦及び五歳未満児の母親）43 名となっている。
25 原則的に母子手帳は無料で配布されている。
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(3) 地域ごとの工夫による母子手帳の利用促進

本プロジェクトの開始以前から、地域ごとに母子手帳の表紙を

身近な表紙（その地域の出身者等）に差し替えることで、母子手

帳の利用や印刷を促進する為の工夫が図られてきた。事後評価時

においても、地域やコミュニティの性質に合うよう母子手帳を改

良・工夫したり、独自に活動を実施している地域もあるとの報告

が挙げられた。母子手帳はオリジナル版の変更や項目の削除は

禁じられているが、県や州が印刷する際に内容を追加すること

は許可されている。そこで、東ジャワ州では妊婦が自分の健康状態にリスクがないか

を判断しやすくする妊婦リスクカードを挿入する例や表紙の裏にイスラム経典の一部

を記載して利用者がより興味を持つよう工夫が図られていた。また、より多くの妊婦

に母子手帳の内容を理解してもらうための活動を展開しているプスケスマス等も紹介

された（【コラム】参照）。

【コラム：地域毎の取り組み事例～プスケスマス（KOPO）における朝の 10 分活動～】

西ジャワ州バンドン市コポにあるプスケスマスでは、母子手帳 の効果 的な活用を促 進するため

に、2012 から病院の待合室で「朝の 10 分活動」を開始した。長野県を視察した KOPO のプスケ

スマス院長は、全ての妊婦が母子手帳を受け取り、産前検診を受けるためのバウチャーが発行

される等の取り組みに触発され、バンドン市でも 役所として貢献すべきことがあると自身が院 長

を務めるプスケスマスで「朝 の 10 分活動」を開始した。これは、産婦人科の待合室で朝 の 10 分

間あらかじめ決められている担当者（看護師、助産師）が母子手帳の数ページを順番待ちしている妊婦やその家族にレク

チャーする試みである。忙しい妊婦や母親が、母親学級のためだけに集まることは難 しい。しかし、妊産婦が母子手帳 の

重要性や中身を理解するための活動は必要不可欠である。そこで検診前後の 10 分間を活用して、母子手帳の説明や質

問等への回答の時間とした。この取り組みは現在バンドン市の近隣のプスケスマスに紹介され、同市の 保健局長によれば

2013 年度中に市内全てのプスケスマスで同様の活動を開始する予定 である。

さらに、幅広く母子手帳を普及するため、印刷を支援する組織があれば、必ずしも

JICA のロゴを表紙に記載しなくてもよいことが決められおり26、印刷をサポートする

助産師協会や企業の社会的責任（以下、CSR）の一環として母子手帳の印刷を支援す

る企業のロゴを追加すること等も柔軟に対応することも認められている。このような

取り組みにより、プロジェクトの実施中には国際機関（国連児童基金、世界銀行、グ

ローバルファンド）、二国間機関（米国国際開発庁、欧州連合、豪国際開発庁）、職能

団体（助産師協会）、国際 NGO、宗教 NGO 等、多様な団体からの支援を受けてきた

が、終了時評価以降には一部民間企業による支援も受けるようになったという27。

                                                  
26 但し、表紙の次項には JICA の支援により作成された点が必ず記載されている。また、民間の企

業が印刷を支援した場合、その会社のロゴ等は記載することは可能だか、宣伝になるような記載は

許可されていない。
27 保健省や地方政府によれば、大手食品関連企業や自動車の販売・製造を手掛ける企業、パーム（椰

子）会社等が CSR の取り組みの一環として、母子手帳の印刷・調達に関わる支援している、また

は支援していたことが確認された。

（東ジャワ州の母子手
帳に挿入されている
High Score Card）
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(4) IMR 及び MMR 改善等への貢献

本プロジェクトの計画時には、本プロジェクトの実施により IMR、MMR が改善す

ることが期待されていた。表 9 の通り、プロジェクト実施後の同数値には改善が見ら

れる。IMR や MMR の変化には様々な要素が絡むため、本プロジェクトとの直接的な

因果関係の測定は困難であるが、プスケスマスやポシアンドゥにおける助産師や利用

者へのインタビュー調査からは、母子手帳の普及に伴い「妊婦のリスクについて情報

を得た」、「妊婦や産前前の検診を受ける妊婦が増えた」、「幼児の予防接種やかかりや

すい病気についての知識を得た」との声が挙げられた。受益者調査では回答した助産

師、看護師、医師全員が母子手帳は妊産婦にとって有益なツールであり、また 96％が

母子手帳は母親と乳幼児の健康の改善に貢献していると回答した。プロジェクト実施

前の調査では、IMR や MMR を改善するための課題について、妊娠・出産に係る母親

の基礎的な知識の不足が挙げられており、母子手帳の利用促進により母親の知識が改

善したことが、IMR や MMR 改善へも一定程度寄与したと考えることができる。

表 9 IMR と MMR の推移  

2005 年 2006 年 2007 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年
IMR（対出生 1,000 人） 42 40 38 37 35 33 32
MMR（対出生 100,000人） 270 － － 240 － 220 －

出所：World Data Bank, World Development Indicators ( http://data.worldbank.org/)

上記の通り、本プロジェクトの実施により一定の効果発現が見られ、有効性・イン

パクトは中程度である。プロジェクト目標については、MCH サービス統合の手段とし

て母子手帳は機能している一方、そのサービスを継続するためのシステムの確立には

一部達成に問題があった。また、上位目標に関しては、健康記録を持つ妊婦の割合は

増加したものの、五歳未満児の母親については一定範囲内での活用にとどまった。民

間病院における活用状況については、特定の地域ではその活用が認められたものの、

今後の改善が期待されている。

3.3 効率性（レーティング：③）

3.3.1 投入

本プロジェクトの投入計画及び実績は、表 10 の通りである。

表 10 投入計画及び実績

投入要素 計画 実績（終了時）

日本側

1．専門家派遣 長期 3 名、短期 2~3 名×年 長期延べ 5 名、短期延べ 8 名

2．修員受入 C/P 研修：年間 5 名程度×2 週間×4 年 本邦研修 35 名、国内研修 42 名

3．機材供与 金額の記載なし 371 万円

4．現地業務費 日常経費、特別事業経費 9,684 万円

5．金額合計 合計 3 億 2,000 万円 合計 2 億 9,000 万円

インドネシア側
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1.  C/P 配置 人数の記載なし 14 名

2.  C/P 経費 会議費、C/P 旅費、研修講師 C/P 経費

3.  その他 事務所スペース、電気代 事務所スペース、光熱費

出所：終了時評価報告書

3.3.1.1 投入要素

（１）日本国側

【専門家の派遣】

日本人専門家はほぼ計画通り投入された28。また、本プロジェクトに投入された専

門家は本プロジェクトのフェーズ 0、フェーズ１または短期専門家派遣、あるいは青

年海外協力隊派遣及びシニア海外ボランティア派遣等を通じて母子手帳の支援業務

を経験した専門家をメンバーとしていたことから、現地での業務を非常に効率的に進

められることが可能となった。

【研修員受入】

合計 35 名の C/P が本邦研修29を受講しており、受け入れ人数は計画を上回った。

これは、研修の各テーマについて関係者が多岐にわたり、多数の C/P に日本で研修を

受けてもらう必要があるとの判断によるものであり、関係機関が複数機関となったプ

ロジェクトの特殊性からも妥当な範囲内での増加であった。参加者の内訳は、保健省

から 14 名、内務省から 2 名、州保健局から 5 名、県・市保健局から 5 名、各種職能団

体関係者30や病院関係者 9 名であった。また、母子手帳活用の経験を共有化し、さら

なる促進を図るため ICTP が TCTP と合わせて実施され、計 42 名が参加した。

【機材供与】

日本側から、母子手帳活用のモデル活動の企画と実施、さらにデータ収集に必要な

機材（PC、プリンター、関連するソフトウェア、デスクトップ・モニター、プロジェ

クター等）合計 15 セットが 5 つのモデル州を対象に供与された。

                                                  
28 計画時の長期専門家は 3 名、実績延べ 5 名となった。これはステータス変更をした同一人物を

二回カウントしたためで、人月（以下、M/M）計算ではほぼ計画通りとなった。短期専門家の実績

についても M/M はほぼ計画通りの派遣となっている。
29 本邦研修では、各年 1 回の「母子手帳の活用」に関する研修及び「母子保健シンポジウム」への

参加（1 回）が実施された。
30 産婦人科医協会、看護協会、助産師協会、婦人福祉会等を含む。

長期専門家：チーフアドバイザー、母子保健アドバイザー、コーディネーター、

短期専門家：調査デザイン、第三国研修セミナー専門家、情報・教育・コミニ

ュニケーション教材
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【現地業務費】

現地業務は日本側投入コストの 3 割ほどを占めている。その内訳は、一般業務費が

6 割近くを占めており、なかでも母子手帳の活用促進や母親学級の運営に関する教材、

ガイドライン、広報資料等の印刷等の割合が大きかった。

（２）インドネシア国側

【カウンターパート配置】

保健省の子ども局を中心に計 14 名が C/P としてプロジェクト活動に参加した。本プ

ロジェクトでは、通常のプロジェクトのように 1 部局を C/P にするのではなく、保健

省 4 総局のうち、3 総局を C/P として展開された。なお、保健省以外にも、母子手帳

の有効利用に係るモデル開発に際しては、5 つの州及び 10 の県・市保健局を C/P とし

て活動が展開された。

【カウンターパート経費】

プロジェクトで実施された母子手帳の活用に関するワークショップ、セミナー、オ

リエンテーションやインドネシアの国内研修に係る費用、旅費がインドネシア側から

支出された。

【プロジェクト事務所スペース、電気代】

計画通り、プロジェクト事務所スペースがインドネシア側より提供され、それに伴

う光熱費が支出された。

3.3.1.2 協力金額

協力金額は、計画 3.2 億円に対し、実績 2.9 億円（計画比 91％）であり、計画内に

収まった。

3.3.1.3 協力期間

協力期間は、計画・実績ともに 36 ヵ月（3 年間）であり、計画通りであった。

以上より、本プロジェクトは成果の産出に対し投入要素が適切であり、かつ協力金

額・期間についても計画内に収まったため、効率性は高い。

3.4 持続性（レーティング：②）

3.4.1 政策制度面

インドネシアにおける事後評価時の開発計画は、計画時と同様に MCH の改善に向

けた戦略が明確に示されている。「国家中期開発計画（RPJM）2010-2014」では、基本

目標の一つである「国民の福祉向上」において、国際的な開発目標であるミレニアム
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開発目標（以下、MDGs）の達成に向けた MMR 及び IMR の改善への加速が示されて

いる。また、保健セクターにおいては、MDGs の 8 つの目標（Goals）のうち、同セク

ターに関わる“目標 1. 極度の貧困と飢餓の撲滅31”、“目標 4. IMR の削減”、“目標 5.

MMR の改善”を“MDGs 145”として重点項目に掲げ、2010 年に発表された“A Roadmap 

to Accelerate Achievement of the MDGs in Indonesia” では、具体的な数値目標を表 11 の

通り示し、引き続き対処すべき課題であるとしている。

表 11 インドネシアにおける MCH に係る目標値

基準値
(1991 年)

報告書作成時
(2007 年)

目標値
(2015 年)

Goal 1: 深刻な低体重の五歳未満児の割合 7.2%注 1 5.4% 3.6%
Goal 4: 五歳未満児死亡率（1,000 人出生当たり） 68 34 23
Goal 5: 妊産婦死亡率（10 万人出生当たり） 390 228 102

  医師・助産師の立ち会いによる出産割合(%) 40.7 注 2 77.3 注 3 増加
注 1：1998 年のデータ。注 2：1992 年のデータ。注 3：2009 年のデータ。
出所：Ministry of National Development Planning/National Development Planning Agency (2010), “A 
Roadmap to Accelerate Achievement of the MDGs in Indonesia”より抜粋。

さらに、前述の通り 2011 年に導入された Jampersal では、利用時に母子手帳の保有

を義務付け、母子手帳の保有率の改善を促進している。プロジェクト実施中に制定さ

れた通達、ガイドライン、マニュアルも含め、母子手帳の利用は様々な保健プログラ

ムに統合されている。また、保健システムのみならず、助産師や看護師育成の場にお

けるカリキュラムにも組み込まれており、これらは事後評価時において、プロジェク

トにより発現した効果の持続性の確保に寄与している。

3.4.2 カウンターパートの体制

改訂、印刷、調達等、母子手帳の供給に関わる一連の活動は、保健省の栄養・子ど

も・母親総局の子ども局が所管している（図 1 参照）。現在、子ども局で母子手帳に

関与しているスタッフ数は 6 名である。プロジェクト終了時から 2 名追加され、加え

て 4 名の事務職員が配置されたが、母子手帳以外の業務も担当しており、十分な人数

が確保できているとはいえない。また、プスケスマスや助産院等の保健関連施設への

母子手帳の配布は、主に県・市保健局の役割となっており、母子手帳に不足が生じた

際には保健関連施設から県・市保健局を通じてから州や保健省へ支援が依頼されるこ

ととなる。州保健局の大半は母子手帳の印刷・配布や啓発活動等に直接関与すること

は少なく、基本的には県・市保健局と保健省の調整役、またはモニタリング業務等を

担当している。なお、母子手帳の普及・利用促進に向け具体的な取り組みは県・市保

健局及びプスケスマス、ポシアンドゥによって行われている。

                                                  
31 乳幼児の栄養に関わる指標が対象に含まれており、本プロジェクトの実施機関が管轄すべき項目

となっている。
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体制面における現状及び今後の課題としては、モニタリング・システムの運用・実

施が挙げられる。成果 3 で指摘した通り、地方分権化の流れを受けて、地方から中央

へのデータや情報に係る報告義務が徹底されておらず、今回の評価においても、成果

に係る情報が十分に収集されない問題が発生した。今後、保健省・地方保健局間にお

いて正確に情報が報告されるためのモニタリング体制の強化や工夫が必要である。

3.4.3 カウンターパートの技術

プロジェクトでは、研修等を通じて、保健省、州及び県・市保健局職員、医療従事

者、カダール等、全てのレベルで母子手帳の活用促進に関する技術を広めてきた。プ

ロジェクトの終了後も、母子手帳の改訂は継続して同国の保健省が行っており、実施

機関における技術的な問題は地方レベルにおいても見受けられない。医療従事者につ

いても、各教育機関のカリキュラムに母子手帳の項目が統合されており、医療現場で

主に母子手帳を活用する助産師や看護師に関しては、母子手帳への情報の記入や利用

者への説明に関する技術に支障はない。

一方、利用者側の問題として、母子手帳を検診に持参しても、家庭で読む習慣が定

着していない地域も見受けられた。受益者調査の結果でも、回答した 7 割弱の医師や

看護師、助産師の回答から、全ての母親たちが母子手帳を読んでいるわけではないと

いう現状が確認されている32。また、県・市の保健局やプスケスマス、ポシアンドゥ

へのインタビュー調査によれば、プロジェクト終了後に新たに配置されたカダールの

母子手帳を扱う能力に一部疑問があげられた。現在、カダールへのオリエンテーショ

ンは保健省のヘルスプロポーモーション局が実施する活動の一部に組み入れられてい

るが、地域により実施状況やモニタリング状況は異なる。そのため、カダールの理解

度にもばらつきが見られるため、今後カダールへの研修や啓蒙活動の継続的な実施と

                                                  
32 受益者調査の結果によれば、回答した医療従事者の 23%が妊婦及び 5 歳未満児の母親が「全員

母子手帳を読んでいる」、68%が「全員は読んでいない」、9%が「ほとんどが読んでいない」と回答

した。

疫病対策・環境
衛生総局

医療サービス
総局

薬剤・医療機
器総局

保健医療従事者に関するエン
パワメントセンター

ヘルスリサーチ・ディべロップメ
ント　インスティテュート

保健大臣

事務総局検査総局

栄養・子ども・
母親総局

データ・情報センター、国際協力センター、医療危機管理センター、医療予算・保険センター、広報セ

ンター、ヘルス・プロモーションセンター、ハッジ・ヘルスセンター

出所：保健省ウェブサイトより抜粋 http://www.depkes.go.id/en/

図１ 保健省組織図（抜粋）
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合わせて現状の把握にむけたモニタリングも必要であると考えられる。

3.4.4 カウンターパートの財務

終了時の報告書では、母子手帳供給の一義的責任は地方政府にあるとされた。しか

し、2009 年に当時の保健大臣が印刷・配布の大部分を中央が担う意向を示したため、

現在は予算の多くが中央により確保されており、図 2 の通り近年の傾向としても中央

の負担が増加している。現状では、まず中央からの配布数を受け、不足分を県・市の

予算、CSR や職能団体等の支援を受けて補う形となっているが、財源についての中央・

地方政府間の責任分担は明確になっておらず、財務面での今後の持続性が懸念される。

表 12 は近年の保健省の母子手帳の印刷予算である。印刷数は前年の在庫と各年の予

算状況により左右されており、2013 年は推定妊婦数の 8 割をカバーできるよう印刷数

が決められたが、今後は地方政府と協議の上、中央の負担を徐々に減らしていく方向

を検討したいとしている。保健省は母子手帳の印刷・配布に係る今後の予算面での課

題として、地方との適切な財政負担の調整、NGO や CSR 活動との連携を挙げている

ものの、具体的に改善案は示されていない。保健省もいつまで予算を賄えるのか明確

でないなか、早急に今後の予算のあり方について検討する必要がある。

表 12 保健省による母子手帳の印刷数と予算

2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年注 1

印刷数 3,548,498 0 6,166,670 4,000,000 4,000,000
予算 (百万ルピア) 12,420 0 21,583 14,000 14,000

注 1：2013 年分は見込み。
出所：保健省提供資料。

一方で視察をした地方政府からは、今後中央から配賦がなくなると配布数は絶対的

に不足するとの意見が多く挙げられており、さらに保健省では州や県による印刷予算

や印刷数は把握もしていない等、地方政府による自律的な印刷・配布への取り組みに
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出所：アンケート調査結果（11 県・市）をもとに作成

図 2 母子手帳印刷費用の分担状況



23

は課題が残る（表 13 参照）。

表 13 州毎の中央・地方政府の印刷分担状況と今後の見通し

西 ジ ャ ワ

州

多くの県・市が保健省からの配布に依存し

ている。州保健局によれば、県・市ごとに

異なるが平均すると約 80%が保健省から

の配布、残り 20%が県・市保健局による分

担となっている。

西 ヌ サ

ト ゥ ン

ガラ州

地域により異なるものの 2011 年までは約

90％を保健省、残りの 10%を県が負担 (平
均 )。2012 年にその割合は 70%、30%程度

になった。州保健局によれば、自立を目指

したいが、財政状況を考慮すると完全な自

立は困難。

西 ス マ ト

ラ州

2013 年から保健省の負担を 10%、州と

県・市の負担を 90％にすることを目標に

設定しており、州知事・県知事の間で取り

きめが交わされている。実際に聞取り調査

を実施した際も訪問したタナ・ダタール

県、ソロック市、ブキティンギ市において

その目標値は共有されており、今後目標値

の達成をできるよう予算を申請する予定。

東ジャワ

州

6 か所の県・市保健局から情報を入手した

ところ、国からの配布が約 65%、州は約 9%、

県・市の負担は 26%程度（平均）。なかには

ルマジャン県のように県の働き掛けによ

り、20%程度の支援を NGO やコミュニティ

から得られている事例も見られた。一方で、

100%で中央に頼る県も見受けられた。

西 カ リ マ

ンタン州

州保健局によれば、州内の 14 県・市に関

して、中央からの配布がなくなれば、自立

できる県・市は 2、3 カ所程度。

出所：インタビュー調査及び質問票への回答より作成。

以上より、本プロジェクトは、政策制度面、技術に問題はないものの、カウンター

パートの体制や財務状況の一部に懸念が残るため、本プロジェクトによって発現した

効果の持続性は中程度である。

4．結論及び教訓・提言

4.1 結論

本プロジェクトは、母子手帳がMCHサービス統合の手段として機能するとともに、

母子手帳を使った MCH サービスを継続するシステムが確立することを目的に実施さ

れた。その方向性は、MCH サービスの向上に高い優先順位を置くインドネシアの国家

開発計画・戦略、開発ニーズ及び日本の援助政策に合致しており、妥当性は高い。ま

た、同国では、母子手帳が妊娠から子どもの成長過程における統一した健康管理の手

段として機能しており、母子手帳を活用する妊婦は着実に増加している。一方で、五

歳未満児の母親における母子手帳の利用状況は限定的であり、母子手帳を活用したサ

ービスを継続するシステムの確立という観点からも、地方政府の役割分担に一部課題

が残っていることから有効性・インパクトは中程度といえる。なお、事業費・期間は

ともに計画内に収まっており、効率性は高い。持続性については、母親や医療従事者

が母子手帳の利用を持続する体制は整備されたものの、利用者や利用者をサポートす

る保健ボランティアの母子手帳に対する意識やモニタリング・システムの運用状況に

は今後も改善の余地があり、さらに母子手帳の印刷・配布に係る予算についても、将

来的に懸念が残ることから中程度と判断される。

以上より、本プロジェクトの評価は高いといえる。
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4.2 提言

4.2.1 カウンターパートへの提言

【母子手帳の印刷に係る今後の費用負担】

現在は印刷・配布に係る多くの費用を保健省が担っているが、保健省は今後徐々にそ

の負担を地方に担ってもらうことを想定している。保健省と地方政府の費用負担は明

確でないなか、独自に予算を確保できる地方政府は限られており、保健省が今後も費

用負担を継続してくれると考えている地方政府も多い。保健省は早期に費用分担の必

要性を地方政府に伝え、今後の現実的な費用分担について議論・検討を進める必要が

ある。

【モニタリング・システムの実施・運用の強化】

終了時評価時と同様に、事後評価時においても指標の入手が困難なデータが多く認め

られた。プロジェクト実施中に PWS-KIA や RISKESDAS に、MCH に係るデータと

合わせて母子手帳の配布あるいは所持を把握するデータが加えられたが、その後、他

の保健行政データと同様、PWS-KIA も地方から中央への報告が義務化されないこと

から、全ての州からの情報を中央政府に集めるのが困難な状況にある。今後、継続的

に母子手帳の利用を促進するためには、地方と中央で情報の共有を継続することは必

須であり、データ・情報の共有がしっかりと測れる体制を築く必要がある。その際に

は、MDG の目標 4、5 の達成に向けた進捗状況を確認している Country Countdown
等はデータ・情報の共有体制として活用できる可能性が挙げられる。また、予算に係

る情報も含め、年 1 度のモニタリングデータの更新等情報共有を通じたフォローアッ

プを実施することが望ましい。

【グッドプラクティスに関する情報共有の場の設定】

事後評価時には、母子手帳の利用促進に向けた地域毎の取り組みが確認された。しか

し、現在そのグッドプラクティスとなり得る各地の事例を共有する場がなく、プスケ

スマスやポシアンドゥ、さらに県・市保健局の職員から各地の事例を共有してほしい

という声が多数挙げられた。母子手帳のみを扱う集まりを企画することは手間・コス

トの面からも現実的ではないが、既にある MCH や MDGs 等に関わる会議に組み込む

形で、県・市レベル、州レベル、中央レベルと事例を吸い上げ、その情報を現場に還

元する仕組みや場を設定することが望ましい。

【利用者への啓発活動の強化】

母子手帳の印刷率・配布率は改善したものの、利用者レベルにおいては母子手帳を読

む習慣がない、または母親が活用してない等のケースが確認された。このように手帳

の中身が十分に活用されていないケースに対して、利用者が効果的に母子手帳を活用

出来るよう、その重要性を周知徹底する必要がある。保健省は地方政府に対し、地方
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政府はプスケスマスやポシアンドゥに対して、母子手帳が正しく利用者に活用される

ためのアドボカシー活動が強化されるよう指導することが求められる。その際には、

妊産婦のみでなく、現在その理解度が十分でないとされているカダールへの研修等も

含めることが有効であると考えられる。

【民間保健医療施設における母子手帳活用への対策】

今回行った調査では、保健省や訪問した州・県保健局の職員等から民間の保健医療施

設の母子手帳の活用に関しては今後の課題である点が提起された。リファラルの参照

ツールとして母子手帳が適切に機能するためには、異なる種類の施設においても母子

手帳が活用される必要がある。リファラルを含めたケアの改善が課題となっている同

国において、病院及び民間施設での活用が十分に進まない原因を把握し対策をとる必

要がある。

4.3 教訓

4.3.1  JICA への教訓

【現地の状況に合わせた寛容な対応】

母子手帳の印刷・改訂に当たっては、内容の修正や変更については認められていな

いものの、付録として内容を追加することや表紙に地域ごとの特色を示すものに差し

替えることは許可されている。実際、表紙は州毎に特徴あるものになっており、利用

者が親近感を持って利用できるようになっている。更に、JICA の支援で作成された点

について母子手帳のどこかに記載は残してもらうものの、JICA のロゴをフロントペー

ジの前面に出すこと等は強要しなかったため、一部 UNICEF や CSR として民間企業が

印刷を支援した際に抵抗なく利用してもらうことが可能になった。このように母子手

帳が普及しやすいよう工夫を重ねた点は、母子手帳の普及の促進に役立ったと考えら

れる。

【多様な関係者の関与による効果】

本事業には主要な C/P である保健省の子ども局以外にも、母親局、地域栄養局、地

域保健局、医療サービス総局、各モデル州・県・市保健局等、さらに保健省以外にも

職能団体や宗教団体、婦人会等も巻き込んで事業が展開された。また研修の実施に際

しては、対象を役所や医療機関関係者のみでなく、最も利用者に近い保健ボランティ

アも含めた。このように多岐にわたる機関・アクターを巻き込んだことは各組織に母

子手帳の利用を促進する一翼を担ってもらうことに繋がった。一方でこのように、様々

な関係者が活動に関与する事業では、プロジェクト専門家の高い調整能力が求められ

る。調整機能なしに多様な関係者が関わることは、逆に混乱を招くことにもつながり

かねない。本プロジェクトでは、関与した専門家のほぼ全員がフェーズ０から母子手

帳の活動に関与してきており、フェーズ０から積み上げた経験と人脈をすでに備えた
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上での成果であった。今後、本プロジェクトのように様々な関係者の関与を求めるプ

ロジェクトにおいては、その機能や経験を十分に備えた実施体制を確保することが望

ましい。その際には、本プロジェクトの実施体制をそのまま踏襲するのではなく、各

プロジェクトにおける多様な関係者を調整する調整機能のあり方、工夫、カウンター

パートの能力、専門家の経験等を鑑みたうえで実施体制を検討し、個別の状況に合わ

せて計画されることが望ましい。

（以 上）


